
 

 

 

 

貨物自動車運送事業における次世代自動車の導入促進 

に関するとりまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年 7 月 

 

貨物自動車運送事業における次世代自動車の導入促進に関する研究会 

 



目次 

 

１．はじめに 

 （１）温室効果ガスの排出と規制の状況・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 （２）大気汚染物質の排出と規制の状況・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 （３）次世代自動車の導入促進のための取り組み・・・・・・・・・・・ ２ 

 

２．次世代自動車を取り巻く状況 

 （１）次世代自動車の位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

（２）次世代トラックの導入状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 

３．ハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックの評価 

 （１）省エネ・ＣＯ２性能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 （２）排出ガス性能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

 （３）エネルギーセキュリティ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

 （４）経済性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 （５）貨物自動車運送事業者の経営安定化・・・・・・・・・・・・・  １２ 

 （６）利便性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １４ 

 

４．各性能がハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックの導入促進に与える影響 

 （１）省エネ・ＣＯ２性能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １７ 

 （２）排出ガス性能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １７ 

 （３）エネルギーセキュリティ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １７ 

 （４）経済性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １８ 

 （５）貨物自動車運送事業者の経営安定化・・・・・・・・・・・・・  １８ 

 （６）利便性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １８ 

 

５．導入促進のために関係者が取り組むべき方向性 

 （１）自動車メーカー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １９ 

 （２）ガス事業者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １９ 

 （３）貨物自動車運送事業者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２０ 

 （４）荷主・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２０ 

 （５）国・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２１ 

 

６．補足 

 

 

 



（別添） 参考 

 

（別紙） 参考資料 

 委員等名簿・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 貨物自動車運送事業における次世代自動車の導入促進に関する研究会  

開催経緯・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３



１．はじめに 

（１）温室効果ガスの排出と規制の状況 

２００９年度の我が国の温室効果ガスの総排出量は、前年度比５．５％の減少と

なっており、大幅な減少となっている。しかし、京都議定書の規定による基準年（１

９９０年度）と比べ４．１％上回っている状況にあり、京都メカニズムの活用など

を踏まえても、第１約束期間（２００８年～２０１２年）において温室効果ガスを

基準年比６％削減するとした我が国の国際約束とは依然として差がある。これは、

我が国の温室効果ガス排出量の９割程度を占めるエネルギー起源二酸化炭素（ＣＯ

２）が増大したことによるものである。 

特に、ＣＯ２排出量全体の約２割を占める運輸部門は、近年減少傾向にあるもの

の、２００９年度のＣＯ２排出量が基準年比で６．０％増加しており、運輸部門の

半分弱（日本のＣＯ２排出量の約７％）を排出している貨物自動車運送事業分野に

ついても更なる対策の実施が必要となっている。 

軽油を燃料とする車両総重量３．５ｔ超の貨物自動車については、世界唯一の燃

費目標として、２０１５年度燃費目標基準値を導入し、軽油又はガソリンを燃料と

する車両総重量３．５ｔ以下の貨物自動車については、新たな２０１５年度燃費目

標基準値を導入し、燃費の向上を図っている。 

 

（２）大気汚染物質の排出と規制の状況 

  ＮＯｘ・ＰＭ法の対策地域を含む８都府県のＮＯ２の環境基準達成状況は、一 

般環境大気測定局においては、２００８年度には全てで達成率が１００％に達し 

ている。自動車排出ガス測定局の達成状況も年々改善されてきており、２００８ 

年度では９２％に達している。一方、ＳＰＭ（浮遊粒子状物質）は、一般環境大 

気、自動車排出ガス測定局ともに、２００８年度にはほぼ１００％近い達成率と 

なっている。これは各種法規制の強化に伴い、規制適合車への代替等が進んだ結 

果であると考えられる。 

国土交通省では、２００８年３月２５日付けで、自動車排出ガス規制を強化し、

世界最高水準の厳しい基準である｢ポスト新長期規制｣を制定した。ディーゼル車関

係では、新車のトラック・バス及び乗用車の排出ガス基準値について、ＮＯｘが４

０～６５％、ＰＭが５３～６４％、それぞれ大幅に低減され、基本的にガソリン車

と同レベルの排出ガス規制が適用され、今後、一層の技術開発が必要となっている。

さらに、ポスト新長期規制の次の規制である「挑戦目標」についても導入が検討さ

れている。 
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（３）次世代自動車の導入促進のための取り組み 

上記のような背景から、国は、貨物自動車運送事業において使用される自動車に

関し、従来自動車の環境性能の向上のための施策の実施とともに、ハイブリッド自

動車、圧縮天然ガス（ＣＮＧ）自動車等の次世代トラックの導入促進を行ってきて

いる。 

しかしながら、地球温暖化対策に対する社会的要請の強まり、最近の自動車環境

技術の進展、エネルギー事情の変化等を踏まえ、次世代自動車の導入促進方策につ

いては、現状にあった「あり方」となるよう改めて検討することが必要となってい

る。 

なお、２０１０年７月に取りまとめられた「トラック産業の将来ビジョンに関す

る中間整理」においても、上記のような背景を踏まえて、「環境対策について、Ｃ

ＮＧトラック、ハイブリッドトラック等次世代自動車の導入促進について関係者に

おいて検討を進める」こととされたところである。 

  

上記の背景・経緯を踏まえ、学識経験者、関係業界団体、自動車メーカー等から

構成される研究会を設置し、２０１０年１１月から次世代トラックの現状や更なる

導入促進のための課題抽出とその解決策について議論を行い、報告書としてとりま

とめた。 
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２．次世代自動車を取り巻く状況 

（１）次世代自動車の位置づけ 

 我が国においては、運輸部門からのＣＯ２排出量が全体の約２割、運輸部門の中

でも、自動車からのＣＯ２排出量が約９割を占めている。そのため、自動車関連産

業においては、更なる燃費向上と石油依存度低減によるＣＯ２削減に向けた取組が

必要となっている。 

 自動車を巡る外部環境を踏まえれば、将来、次世代自動車が普及していくことは

確実であり、また、次世代自動車についての普及の目標や施策を盛り込んだ計画が

閣議決定されており、普及に向けた取組が進められている。 

 

【次世代自動車の例】 
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（２）次世代トラックの導入状況 

 図１のとおり、トラック全体の保有台数は年々減少傾向にあるものの、近年、補

助制度等の支援施策により、図２のとおり、次世代トラックは、ハイブリッドトラ

ック及びＣＮＧトラックを主に着実に導入されてきている。 

 

図 1 トラック保有台数の推移 

H16 H17 H18 H19 H20 H21

特種（殊） 1,649,686 1,630,062 1,606,934 1,585,873 1,536,160 1,515,411

小型 4,694,922 4,594,363 4,431,103 4,323,579 4,102,553 3,952,534

普通 2,464,873 2,474,378 2,465,823 2,455,268 2,386,255 2,319,612
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出典：日本自動車工業会作成資料 

 

 

図 2 次世代トラック保有台数の推移 

H16 H17 H18 H19 H20 H21

ハイブリッドトラック 1,658 3,163 4,876 7,038 10,164 11,729

CNGトラック 15,248 17,031 19,025 20,143 21,201 21,080

電気自動車 255 256 256 267 275 272

メタノール自動車 27 17 12 10 6 5
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出典：自動車検査登録情報協会作成資料 
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本研究会では、次世代トラックとして、近年、ハイブリッドトラック及びＣＮＧ

トラックが主に導入されていることから、これらを中心に検討を進めた。 

また、これらのうち、実際に市場に投入されており、一定のデータが存在する最

大積載量２～３トンクラスのハイブリッドトラック（以下、「小型ハイブリッドト

ラック」という。）、最大積載量２～３トンクラスのＣＮＧトラック（以下、「小型

ＣＮＧトラック」という。）、最大積載量１０トン以上のＣＮＧトラック（以下、「大

型ＣＮＧトラック」という。）を中心に、最大積載量２～３トンクラスのディーゼ

ルトラック（以下、「小型ディーゼルトラック」という。）、最大積載量１０トン以

上のディーゼルトラック（以下、「大型ディーゼルトラック」という。）と比較・検

討した。 

なお、小型ディーゼルトラック、小型ハイブリッドトラック、小型ＣＮＧトラッ

ク及び大型ディーゼルトラックは、メーカーが型式を取得したいわゆる「メーカー

車」であるが、大型ＣＮＧトラックは、大型ディーゼルトラックをベースに改造メ

ーカーにおいて改造された車両である。 

 

なお、「ハイブリッドトラック」「ＣＮＧトラック」「ディーゼルトラック」とい

う場合には、最大積載量によらず各トラック全般を示すこととする。 

上記をまとめると、表１のとおりとなる。 

 

表 1 本検討における各種トラックの呼称 

 

  ディーゼルトラック ハイブリッドトラック CNG トラック 

最大積載量 

２～３トン 
小型ディーゼルトラック 小型ハイブリッドトラック 小型 CNG トラック 

最大積載量 

１０トン以上 
－ 大型ディーゼルトラック 大型 CNG トラック 
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３．ハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックの評価 

ハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックの導入促進を図るために、それぞれの

自動車の機能や貨物自動車運送事業に与える影響について検討・分析する必要があ

る。本研究会では、それぞれの自動車の導入促進を図るために重要な要素となる以

下６つの要素に着目して検討・分析を行った。 

（１）省エネ・ＣＯ２性能 

（２）排出ガス性能 

（３）エネルギーセキュリティ 

（４）経済性 

（５）貨物自動車運送事業者の経営安定化 

（６）利便性 

 

 （１）省エネ・ＣＯ２性能 

 日本は、石油を輸入に依存している国であり、省エネの技術的な進展を図らなけ

ればならないこと及び運輸部門は、ＣＯ２排出量全体の約２割を占めていることか

ら、引き続き省エネとＣＯ２排出量の削減に向けた取組が必要であるとの観点から、

ハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックの省エネ・ＣＯ２性能について、ディー

ゼルトラックと比較した。 

 

① ＪＥ０５モード測定による比較 

型式指定審査時の諸元値をまとめた別添１を見ると、小型ディーゼルトラックと

比較して、小型ハイブリッドトラックの省エネ・ＣＯ２性能が優れていることがわ

かる。小型ＣＮＧトラックについては、型式指定審査時に諸元値を測定していない

ため、諸元値の比較をすることができなかった。 

次に、型式指定審査時の諸元値ではないが、いすゞ自動車によるＪＥ０５モード

測定結果をまとめた別添２を見ると、小型ディーゼルトラックと比較して、小型ハ

イブリッドトラック、小型ＣＮＧトラックともに省エネ・ＣＯ２性能が優れている

ことがわかる。 

 なお、いすゞ自動車による測定においては、小型ＣＮＧトラックに係る重量車燃

料消費率（燃費）の測定方法がないため、現行の測定方法について、一部の変更1

を行い測定している。 

                        

一方、大型ＣＮＧトラックについては、型式指定審査時の諸元値及びメーカー等

によるＪＥ０５モード測定データがなく、大型ディーゼル車と比較することができ

なかった。 

 

 
1 TRIAS５．（１）の大気条件係数の値 Fの算出及び確認にあたって、細目告示別添４１の７．（ｂ）

火花点火エンジンの場合の計算式を用いた。 
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② 実走行測定による比較 

実走行における省エネ・ＣＯ２性能については、小型ディーゼルトラックと比較

して、小型ハイブリッドトラック、小型ＣＮＧトラックとも同等以下というデータ

もあるが、評価条件（走行場所、年式等）が必ずしも同じではなく、公平な比較と

なっていない可能性があることに留意する必要がある。このため、小型ハイブリッ

ドトラック及び小型ＣＮＧトラックと小型ディーゼルトラックとの間で、省エネ・

ＣＯ２性能について優位性を直ちに断定できない。 

 

大型トラックについては、別添３に次世代低公害車開発・実用化促進事業におけ

る実証実験の結果を示す。ある条件（道路・ドライバー等）の下で走行した場合に

は、大型ＣＮＧトラックの省エネ・ＣＯ２性能が良いというデータもあるが、大型

ディーゼルトラックの方が良いというデータがほとんどである。 

なお、大型ＣＮＧトラックは、ＣＮＧエンジンの特性に対して最適なトランスミ

ッションを搭載していない。トランスミッションを最適化することにより、最大

８％の燃費改善が見込めるとのシミュレーション結果が次世代低公害車開発・実用

化促進会議に報告されている。 

 

また、研究会において、実際に小型ハイブリッドトラックや小型ＣＮＧトラック

を導入している貨物自動車運送事業者に対して、使用した感想等についてヒアリン

グを行った。小型ハイブリッドトラックについては、小型ディーゼルトラックと比

較して、「ＣＯ２性能が多少良い」、「良くない」という意見があり、意見が分かれ

た。小型ＣＮＧトラックについては、「良くもないが悪くもない」、「良くない」と

いう意見があり、さらなる技術革新を望む声があがった。 

  

以上より、省エネ・ＣＯ２性能については、ＣＮＧトラックは型式指定審査時の

諸元値を持っていないことに加えて、様々なデータ・情報があるものの評価条件が

一定でない場合があるため、現状においてはハイブリッドトラック及びＣＮＧトラ

ックについて、明確な優劣は断定できない。 
2 本研究会においては、Ｔａｎｋ－ｔｏ－Ｗｈｅｅｌ の観点から検討を行ったが、

省エネ・ＣＯ２性能をさらに分析するためには、Ｗｅｌｌ－ｔｏ－Ｗｈｅｅｌ3の

観点からの検討も必要であるとの指摘があった。 

 

 なお、最近欧米等で、天然ガスと空気の混合気に軽油の自発火で着火させ、ディ

ーゼルサイクルで燃焼させる「天然ガス・軽油デュアルフュエルエンジン(Ｄｉｅ

ｓｅｌ Ｄｕａｌ Ｆｕｅｌ：以下、ＤＤＦ技術)」が着目されている。このＤＤ

Ｆ技術は、最近のディーゼル車の燃料噴射制御技術や排出ガス後処理技術を適用す

                         
2 燃料タンクから車両走行まで 
3 一次エネルギーの採掘から車両走行まで 
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ることにより、ディーゼル車からのＣＯ２排出量と比較して、より削減できる可能

性を持っていると言われていることから、今後の開発動向を注視していく必要があ

る。 

 

 （２）排出ガス性能 

ハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックについて、大気汚染防止の確保の観点

から、排出ガス性能について、ディーゼルトラックの性能と比較した。 

ハイブリッドトラックについては、型式指定審査時の諸元値は、ディーゼルトラ

ックとほぼ同じ値であることから、ディーゼルトラックと同等程度であると言える。 

ＣＮＧトラックについては、ＮＯｘの排出量が少なく、ＰＭをほとんど排出しな

いことから、ディーゼルトラックよりも排出ガス性能が優れた自動車として評価で

きる。 

ただし、図３に示すように、①近年のポスト新長期規制等の排出ガス規制の強化

等に伴いディーゼルトラックも相当程度排出ガス性能が向上してきていること、②

ポスト新長期規制より先の更なる規制である挑戦目標において、ＮＯｘについての

規制値がさらに厳しい値とされており、かつ、図４に示すようにほぼ全ての地点で

大気環境基準を達成しつつあること等ディーゼルトラックの排出ガス性能の向上

についても考慮すべきである。 

 

図 3 重量車排出ガス規制の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 



図 4 ＮＯｘ・ＰＭ対策地域におけるＮＯ２・ＳＰＭの状況 

  
出典：環境省 HP  

 

 

 （３）エネルギーセキュリティ 

 資源小国である我が国にとって、エネルギーセキュリティの確保は、極めて重要

であり、エネルギーセキュリティの確保のための燃料の多様化も重要な課題である。 

 

図５の日本のエネルギー源別の一次エネルギー供給量の推移を見ると、原油の割

合は約５０％であり、天然ガスの割合は約１４％である。石油代替エネルギーの中

心は、原子力、天然ガス及び石炭である。 

 

図 5 エネルギー源別の一次エネルギー供給量の推移 

原子力 

水力 

再生可能 

天然ガス 

石油製品 

原油 

石炭

 
 出典：資源エネルギー庁 
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ハイブリッドトラックについては、その燃料がディーゼルトラックと同じく軽油

（一部はガソリン）であるため、省エネ性能にもよるが、エネルギーセキュリティ

の観点では、ディーゼルトラックと同程度と言える。 

  

ＣＮＧ燃料については、①天然ガスが世界中に広く分散して賦存していること、

②シェールガス等新規供給源が立ち上がっていること、を踏まえ、エネルギーセキ

ュリティの確保の観点から、重要なエネルギー供給源であると言える。 

トラックの分野において、原油由来ではない燃料を用いた自動車はＣＮＧトラッ

ク以外に普及していないことから、ＣＮＧトラックは自動車燃料分野におけるエネ

ルギーセキュリティの確保の観点から、一定の優位性があると言える。 

特に、今回の東日本大震災において、関東地区でも、ガソリン、軽油等の供給不

足問題が発生し、物流や交通に支障をきたした一方で、ＣＮＧトラックは比較的運

行に支障がなかったという貨物自動車運送事業者の声がガス事業者に寄せられた

との報告がガス事業者からあったことからも、エネルギー多様性の確保に貢献する

ＣＮＧ燃料のエネルギーセキュリティに係る優位性が再認識されたと言える。 

なお、石油や天然ガスは、新興国や国内火力発電所における需要の高まりも予想

されることから、引き続き、需要や価格動向に留意する必要がある。 

 

（４）経済性 

環境・安全対策等の社会的な責務を果たしつつ、輸送サービスの安定的な提供と

いう重要な役割を担っている貨物自動車運送事業においては、昨今の厳しい経済情

勢の下で大変厳しい状況となってきている。 

このため、貨物自動車運送事業者が、ハイブリッドトラック及びＣＮＧトラック

を導入した場合に、表２に示す条件等において、ディーゼルトラックとの車両価格

差を回収することが可能かどうか、及び回収するための走行距離についてのシミュ

レーションを行った。 

なお、（１）で述べたように、ＣＮＧトラックは型式指定審査時に燃費値を測定

していないこと等、表２の条件は不確定な面を持つため、ひとつの参考として記載

する。（分析結果については、別添４を参照） 

ランニングコストは、燃料費のみとし、整備料金、車検料金、自動車税及び自動

車重量税等は、ほぼ同額と仮定し、考慮していない。 

軽油価格及びＣＮＧ価格は、販売価格の実勢値を使用した。 
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表 2 シミュレーションの条件等 

イニシャルコスト

ランニングコスト  

型式 BKG-NPR85AN BJG-NPR85AN NFG-NLR82AN PJ-FS54JZ他2車種 KL-CD48L改

10.4km/l 11.0km/l 9.03km/m3 3.43km/l 3.03km/m3

42万円 45万円 450万円

車両価格 400万円 490万円 490万円 1500万円 2400万円

114円/l 114円/l 85円/m3 114円/l 85円/m3

2010年12月のCNG価格

の中間値（東京ガス資料）

自動車

取得税額
54000円 0円 0円 202500円 0円

燃料価格 2010年12月の軽油価格

（石油情報センター資料）

2010年12月の軽油価格

（石油情報センター資料）

2010年12月のCNG価格の

中間値（東京ガス資料）

2010年12月の軽油価格

（石油情報センター資料）

ディーゼルトラックとの

車両価格差の半額補助

ディーゼルトラックとの

車両価格差の半額補助

交通安全環境研究所

による平均実走行燃費値

小型

ディーゼルトラック

小型

ハイブリッドトラック

小型

CNGトラック

大型

ディーゼルトラック

大型

CNGトラック

燃費値
型式指定審査時の

JE０５モード諸元値

型式指定審査時の

JE０５モード諸元値

いすゞ自動車による

JE０５モード測定値

交通安全環境研究所

による平均実走行燃費値

ディーゼルトラックとの

車両価格差の半額補助

補助金額

 

       ※ 補助金額は、小規模事業者の場合。また、大型ＣＮＧトラックの補助金額は概算値。 

 

 表２の条件において、ハイブリッドトラック、ＣＮＧトラック及びディーゼルト

ラックについて、参考シミュレーションを行い、経済性の観点から検討したところ、

ハイブリッドトラックについては、強力な補助金等の支援がなければ投資コストを

回収しづらいことが伺える。 

また、小型ＣＮＧトラック及び大型ＣＮＧトラックについては、補助金等の支援

がなければ投資コストを回収しづらいことが伺える。 

なお、ＣＮＧトラックについては、ガス容器の国際規格との調和等により、車両

のコストダウンを期待できるとの指摘がある。 

 

また、ランニングコストは、燃料費の影響が大きいが、日本エネルギー経済研究

所のエネルギー価格見通し（図６）では、「シェールガスの低コストでの生産拡大

等の影響に伴い、今後原油との相対価格は中期的に低下」と分析されていることか

ら、ＣＮＧトラックの経済性は、この影響により優位性が高まる可能性もある。 

 なお、石油や天然ガスは、新興国や国内火力発電所における需要の高まりも予想

されることから、引き続き、需要や価格動向に留意する必要がある。 
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図 6 エネルギー価格の見通し 

 

 出典：日本エネルギー経済研究所 

  

（５）貨物自動車運送事業者の経営安定化 

 貨物自動車運送事業者の支出において、燃料費は約１５％を占めていることから、

経営に対して大きな影響を及ぼす重要な要素であり、燃料価格の急激な変動は貨物

自動車運送事業者の経営基盤を揺るがす大きな問題である。 

また、原油価格の上昇を受け、軽油価格も上昇しているが、全日本トラック協会

のアンケートによると、こうした燃料費の上昇分を運賃に転嫁できているのは一部

であり、燃料費の高騰が多くの貨物自動車運送事業者の経営を圧迫している状況に

ある。 

 このため、次世代トラックの導入が、貨物自動車運送事業者の経営の安定化に資

することができるかという観点から検討した。 

 

 図７に軽油価格と東京ガスのＣＮＧ価格の最安値及び最高値の推移を示す。 

 ハイブリッドトラックについては、軽油（一部はガソリン）であるため、省エネ

性能にもよるが、原油価格の急激な変動に伴う軽油価格の急激な変動による経営リ

スクはディーゼルトラックと同様であり、経営安定化の観点ではディーゼルトラッ

クと同程度と言える。 

 

ＣＮＧトラックについては、ＣＮＧ価格は、原油価格に一定程度リンクしている

ため、原油価格の上昇に伴いＣＮＧ価格も上昇するが、その幅は軽油と比較して小

さい。 

１９９７年１月から２０１０年１２月における変動係数を算出すると、軽油価格

については約２０％で、ＣＮＧ価格については約１１％であることから、ＣＮＧ燃

料の急激な変動は比較的小さいと言える。 

また、ガス事業者は、複数の物流拠点が集積する地域を調査しており、その調査

結果を活用し、大規模なＣＮＧスタンドを整備すれば、ＣＮＧ価格の低減を図るこ
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とができると指摘している。 

 

図 7 軽油価格及びＣＮＧ価格の推移 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

160 

180 

200 

1997年1月 2000年1月 2003年1月 2006年1月 2009年1月

CNG 東京ガス最安値 ¥/m3

CNG 東京ガス最高値 ¥/m3

軽油 全国平均値 ¥/L

都市ガス ¥/m3

（標準家庭） 

 

 出典：石油情報センター、東京ガス 

 

以上より、軽油価格に比べて比較的低価格で安定したＣＮＧ燃料を使用するＣＮ

Ｇトラックは、ディーゼルトラックと比較して、貨物自動車運送事業者の経営安定

化に資すると言える。 

また、研究会で行った貨物自動車運送事業者に対するヒアリングにおいても、Ｃ

ＮＧトラックを導入していたおかげで原油価格の高騰時に、燃料費を削減できたと

の意見があった。
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（６）利便性 

次世代トラックの普及促進のためには、貨物自動車運送事業者にとっての使い勝

手（利便性）が高いことが重要である。このため、貨物自動車運送事業者にとって、

十分な数の燃料供給設備が適切な場所に配置され、利便性が確保されているかにつ

いて検討した。 

ハイブリッドトラックについては、軽油を燃料としていることからガソリン・軽

油スタンドで供給可能であり、ディーゼル車と同程度の利便性があると言える。 

一方、ＣＮＧトラックについては、表３に示すように、ディーゼルトラックより

も航続距離が一般的に短いことや、ガソリン・軽油スタンドではなく、ＣＮＧスタ

ンドが必要であることから、十分なＣＮＧスタンドが整備されているかどうかが、

利便性を評価する上で重要である。 

日本におけるガソリン・軽油スタンドの数は、２００９年度末で４０，３５７ヶ

所であり、ＣＮＧスタンドの数については、表４のとおり、３４２ヶ所である。 

 

表 3 ディーゼルトラックとＣＮＧトラックの航続距離 

  小型 CNG トラック 小型ディーゼルトラック 大型 CNG トラック 大型ディーゼルトラック

300 500 600 800～2500 航続距離(km) 

 

表 4 ＣＮＧスタンド数の推移 

年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

スタンド数 288 311 324 327 344 342 

 

ＣＮＧトラックは、一般にディーゼルトラックに比べて燃料の充填に時間を要す

ると言われていることから、燃料の充填待ちが発生する可能性もあり、ＣＮＧトラ

ックの利便性を損なっている可能性がある。 

図８のＣＮＧスタンドの全国分布を見ると、関東・中部・近畿地区にスタンドが

集中し、１ヶ所もＣＮＧスタンドがない県が８県あり、ＣＮＧスタンドの整備状況

には地域差がある。 

このことから、ＣＮＧスタンドの絶対数は十分と言えず、また、地域によっては

ほとんどＣＮＧスタンドがないところもあることを考えると、現時点でのＣＮＧト

ラックの利便性は、ディーゼルトラックと比べて低いと考えられる。 
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図 8 ＣＮＧスタンドの整備状況 

 
出典：日本ガス協会 

 

 

なお、ＣＮＧスタンドについては、日本ガス協会がまとめた設備規模による採算

分岐点と国内ＣＮＧスタンドのＣＮＧ販売量の実態（図９）によると、ＣＮＧスタ

ンド経営安定化の重要な要因である、年間販売量が少ないため、①建設額の半額補

助だけの場合には、ほとんどのＣＮＧスタンドが採算ラインに乗っていないこと、

②建設額の全額補助がある場合でも、大半のＣＮＧスタンドが採算ラインに乗って

いないこと、から、厳しい経営状況にあると言える。ＣＮＧスタンド経営の安定化

のためには、ＣＮＧトラックの更なる普及を推進すること、大型ＣＮＧトラックの

市場投入、ＣＮＧスタンドの大型化とトラックターミナルなどの物流拠点への効率

的な配備が有効であるとガス事業者は指摘している。 

また、海外の普及状況をまとめた別添５を見ると、日本のＣＮＧトラック１台あ

たりのＣＮＧスタンド数は、ＣＮＧトラックの普及が進んでいる他国と比較して少

ないとは言えない。 

なお、ＣＮＧスタンドに関する他燃料との同一アイランド化等の規制緩和により、

ＣＮＧスタンドの普及が進む可能性があるという指摘もある。 

 

上記から、現在のＣＮＧトラックの普及状況を考慮すると、ＣＮＧスタンドの絶

対数をこれ以上増やすことは、容易ではないと考えられるため、スタンド建設に関

わるコストダウンにより絶対数を増やすことと同時に、効率的な配備を考えること

が重要と考えられる。
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図 9 ＣＮＧスタンドの年間販売量実績（２００８年度）と採算性 

 
 出典：日本ガス協会 
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４．各性能がハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックの導入促進に与える影響 

（１）省エネ・ＣＯ２性能 

 省エネ・ＣＯ２性能は、燃料経費削減にも影響することから、貨物自動車運送事

業者にとって、新車の購入に際して考慮する要因として大きいと考えられる。燃料

経費への影響を除いても、省エネや地球温暖化対策は、社会的に注目されているこ

とから、新車の購入に際して考慮する要因であると考えられる。 

 しかしながら、ハイブリッドトラックの省エネ・ＣＯ２性能については、貨物自

動車運送事業者にとって高い優位性があるとは実感されておらず、また、ＣＮＧト

ラックの省エネ・ＣＯ２性能については、型式指定審査時において燃費測定を行っ

ておらず、販売時に具体的な省エネ・ＣＯ２性能を貨物自動車運送事業者にアピー

ルすることができないため、貨物自動車運送事業者が新車の購入に際して考慮する

要因になりづらく、実走行時においても貨物自動車運送事業者にとって優位性があ

るとは実感されていない。 

 このため、省エネ・ＣＯ２性能は、次世代トラックの導入促進に一定程度寄与し

ていると考えられるものの、その寄与度は限定的なものとなっていると考えられる。 

 また、国にとっても、省エネ・ＣＯ２性能が普及促進の動機となっているものの、

実走行における省エネ・ＣＯ２性能を公平に評価できる仕組みが存在していないこ

と、ＣＮＧトラックについてモード燃費を測定していないことから、現状以上に普

及促進策をとるための動機としては、考慮しづらい状況となっている。 

 

（２）排出ガス性能 

 排出ガス性能は、経済性重視の貨物自動車運送事業者にとって、新車の購入に際

して考慮する要因となりづらく、また、ＣＮＧトラックについては、ディーゼルト

ラックの排出ガス性能の向上もあり、ディーゼルトラックと比較した優位性が、以

前と比べて小さくなっていると言える。 

 このため、排出ガス性能は、これまで普及促進に寄与していたと言えるが、現時

点ではその寄与度は限定的となっていると考えられる。 

 また、国にとっても、普及促進を行う動機としては、考慮しづらい状況となって

いる。 

 

（３）エネルギーセキュリティ 

 エネルギーセキュリティは、貨物自動車運送事業者にとって、新車の購入に際し

て考慮する要因となりづらく、ほとんど普及促進には寄与してこなかったと考えら

れる。 

 また、国にとっても、これまで普及促進の動機としてほとんど考慮されてこなか

ったのが現状である。 

 しかしながら、ＣＮＧトラック以外に原油由来ではない燃料を用いたトラックが

普及していないことから、エネルギーセキュリティ確保の観点から有効と言えるた

め、今後、普及促進の動機として考慮することが必要である。 
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（４）経済性 

 経済性は、貨物自動車運送事業者にとって、新車の購入に際して考慮する要因と

して、最も重要視されるものであるが、ハイブリッドトラックについては、ディー

ゼルトラックと比較して優位性は低いと言える。これを補うために、様々な補助や

税制措置が講じられているが、ディーゼルトラックの優位性を上回る程の優位性は

確保できていないのが現状である。 

 ＣＮＧトラックについては、補助金等の支援により優位性が確保されていると考

えられる。 

 このため、経済性は、ハイブリッドトラックについては、普及促進には寄与しづ

らいものと考えられ、ＣＮＧトラックについては、補助金等の支援が普及促進に寄

与していると考えられる。 

 

（５）貨物自動車運送事業者の経営安定化 

近年の原油価格の高騰や急激な価格変動を受けて、燃料価格の安定性は、貨物自

動車運送事業者にとって、新車の購入に際して考慮する要因として大きくなりつつ

ある。 

ＣＮＧ燃料は、経営安定化に寄与すると考えられる。しかしながら、その効果に

ついては、原油価格等の影響を受けた軽油価格の変動に比べてＣＮＧ価格の変動が

比較的小さいものの定量的な評価が難しい。 

このため、経営安定化の要素がＣＮＧトラックの普及促進に及ぼす寄与度は、限

定的と捉えられる。 

 

（６）利便性 

 利便性は、貨物自動車運送事業者にとって、新車購入に際して考慮する要因とし

て大きなものであると考えられるが、航続距離の短さやスタンドの整備状況から、

現時点でのＣＮＧトラックは、ディーゼルトラックと比較して利便性はまだ低いと

言える。 

 このため、現時点での利便性は、ＣＮＧトラックの普及促進のプラス要因とはな

っていないと考えられる。 
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５．導入促進のために関係者が取り組むべき方向性 

 

これまでの分析を踏まえ、次世代トラックを普及促進するために関係者が取り組

むべき方策は、以下のとおりである。 

 

（１）自動車メーカー 

 自動車メーカーは、次世代トラックの性能を向上させることを通じて、次世代ト

ラックの普及促進を加速させるために重要な役割を担っている。自動車メーカーに

よって向上させることができる性能は、主に省エネ・ＣＯ２性能、排出ガス性能、

経済性である。 

 省エネ・ＣＯ２性能については、燃費向上が主な要素であり、これまでも自動車

メーカーはその向上に努めているところであるが、最近の地球温暖化への社会的ニ

ーズの高まり等を踏まえ、自動車メーカーは燃費向上のための開発に更に取り組む

ことが期待される。特に、ハイブリッドトラックについては、乗用車ほどの燃費向

上効果がいまだ発揮されていないことから、今後の燃費向上のポテンシャルが大き

いと思われるため、更なる技術開発が望まれる。また、現在、燃費測定を行ってい

ないＣＮＧトラックの導入促進を図るため、燃費測定を行うことを検討すべきであ

る。 

 排ガス性能については、２００９年から順次適用されたポスト新長期規制への対

応に加え、重量車については、２０１６年から挑戦目標の規制も検討されているこ

とから、引き続き排出ガス性能の向上のための技術開発が望まれるとともに、ＣＮ

Ｇトラックにおける排出ガス性能の優位性を活かし、低コストでの規制対応が可能

か検討すべきである。 

 経済性については、省エネ・ＣＯ２性能と同様に燃費向上が主な要素であり、貨

物自動車運送事業者にとって、新車の購入に際して考慮する要因として最も大きい

ものであること、ハイブリッドトラックの経済性が普及促進に寄与しづらいのが現

状であることから、更なる低価格化と燃費向上が望まれる。 

 また、投資コストの回収に必要な走行距離を走行できる耐久性を確保するよう今

後も努めるべきである。 

 

（２）ガス事業者 

 ＣＮＧトラックの普及促進のためには、燃料供給者であるガス事業者の取り組み

が不可欠である。ガス事業者によって普及促進策が期待されるものは、主にＣＮＧ

トラックのエネルギーセキュリティ、経済性、貨物自動車運送事業者の経営安定化、

利便性の分野である。 

 エネルギーセキュリティについては、ＣＮＧ燃料の安定供給、資源の確保に努め

ることは言うまでもないが、ＣＮＧトラックが我が国のエネルギーセキュリティに

寄与することを貨物自動車運送事業者等にアピールし、ＣＮＧトラックの導入促進

を図るべきである。 
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 経済性については、ＣＮＧトラック、特にガス事業者が今後の普及を期待してい

る大型ＣＮＧトラックの普及促進を図るために、貨物自動車運送事業者が経済性に

係るメリットを享受できるようＣＮＧ価格の低コスト化の検討をすべきである。 

 貨物自動車運送事業者の経営安定化については、エネルギーセキュリティ同様、

ＣＮＧ燃料の安定供給とともに、価格の安定性を確保することが重要であることか

ら、①オーストラリア等の環太平洋を中心とした国々との長期契約の締結、②カナ

ダにおけるシェールガス開発プロジェクトに参画する等、非在来型ガスを含む上流

権益の取得等に取り組んでいくべきである。 

また、ＣＮＧトラックがディーゼル燃料のトラックに比べて貨物自動車運送事業

者の経営安定化に寄与することを貨物自動車運送事業者にアピールし、ＣＮＧトラ

ックの導入促進を図るべきである。 

 利便性については、ＣＮＧトラックの利便性向上のためにＣＮＧスタンドの整備

が重要であり、エネルギー基本計画においても述べられているように、燃料供給イ

ンフラ等の利用環境整備を図るため、ＣＮＧスタンドの最適な配置についても、貨

物自動車運送事業者等のニーズを把握して検討すべきである。 

 さらに、ＣＮＧトラックの省エネ・ＣＯ２性能の検証、貨物自動車運送事業者等

へのアピール及び新たな市場の開拓が望まれる。 

さらには今後の導入促進のためにもガス事業者が今後の普及を期待している都

市間等を輸送する大型のＣＮＧトラックに関する実証走行実験等を行い、その成果

を広く情報共有することが望まれる。 

 

（３）貨物自動車運送事業者 

 次世代トラックのユーザーとして、その導入促進のために貨物自動車運送事業者

が果たすべき役割は重要である。 

 貨物自動車運送事業者は、厳しい経営環境の中、経済性最重要視で車両を選択し

ていることはやむを得ないとは言えるが、同時に社会的責務を果たすことも求めら

れる。 

 このため、新車を購入する際には、コスト面のみならず、省エネ・地球温暖化対

策への貢献、大気汚染防止、我が国のエネルギーセキュリティにもより一層配慮し、

それらの性能に優れた次世代トラック等の車両を選択することが望まれる。 

 また、燃料価格の変動が一般的に小さいＣＮＧトラックが、中長期的な経営の安

定化に寄与することも認識すべきである。 

 

（４）荷主 

 荷主は、次世代トラックのユーザーである貨物自動車運送事業者に大きな影響を

及ぼす者であることから、次世代トラックの導入促進にも大きな影響を及ぼしてい

る。 

 荷主においても、貨物自動車運送事業者と同様、厳しい経営環境の中、経済性最

重要視で貨物自動車運送事業者を選択していることはやむを得ないとは言えるが、
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同時に、社会的責務を果たすため、貨物自動車運送事業者が、より次世代トラック

を選択できる環境を整えることも考慮すべきである。 

 このため、貨物自動車運送事業者を選択する際には、コスト面のみならず、省エ

ネ・地球温暖化対策への貢献、大気汚染防止、我が国のエネルギーセキュリティに

もより一層配慮し、それらの性能に優れた次世代トラック等の車両を使用している

運送事業者を選択するとともに、社会的責務を果たすために必要なコストを貨物自

動車運送事業者が賄えるよう運賃についても配慮することが望まれる。 

 

（５）国 

 国は、我が国の省エネ・地球温暖化対策、大気汚染対策、エネルギーセキュリテ

ィ対策、貨物自動車運送事業者の健全な経営の確保等の必要性に鑑み、貨物自動車

運送事業者が次世代トラックを選択しやすい環境を整えることが必要である。 

 省エネ・ＣＯ２性能については、自動車メーカーがより積極的に技術開発に取り

組めるよう、開発促進支援や燃費規制等を引き続き行うとともに、その性能が貨物

自動車運送事業者等のユーザーに正しく理解できるようにすべきである。特に、現

在、燃費測定を行っていないＣＮＧトラックの導入促進を図るため、燃費測定を行

うことを検討すべきである。 

 排出ガス性能については、省エネ・ＣＯ２性能も考慮し、性能の優れた自動車が

早期に普及するよう、性能に応じた導入促進の支援を引き続き行うべきである。 

 エネルギーセキュリティについては、ＣＮＧトラックが我が国のエネルギーセキ

ュリティ確保の観点から重要であることを認識し、ＣＮＧトラックの導入促進に努

めるとともに、今回の東日本大震災の教訓も踏まえ、その優位性を国民にアピール

し、貨物自動車運送事業者にとって、新車の購入に際して考慮する要因として認識

されるよう努めるべきである。 

 経済性については、貨物自動車運送事業者にとって、新車の購入に際して考慮す

る要因の最重要視点であること、現状では、補助がない場合、ハイブリッドトラッ

ク及びＣＮＧトラックの導入促進に寄与しづらいことから、引き続き購入補助や優

遇税制に努めるべきである。 

 貨物自動車運送事業者の経営安定化については、ＣＮＧ燃料の価格の安定性が、

経営の安定に寄与することを貨物自動車運送事業者等にアピールし、貨物自動車運

送事業者にとって、新車の購入に際して考慮する要因として認識されるよう努める

べきである。 

 利便性については、ＣＮＧスタンドの整備不足がＣＮＧトラックの導入促進のプ

ラス要因になっていないことから、ＣＮＧスタンドの配備のための支援を引き続き

行うべきである。 

さらに、ガス事業者団体が行う大型ＣＮＧトラックの実証実験等に対し、助言す

べきである。 
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７．補足 

 本研究会においては、次世代トラックのうち、既に貨物自動車運送事業者の間で

ある程度普及が進んでいるハイブリッドトラック及びＣＮＧトラックを中心に検

討を進め、更なる導入促進のための方策等を検討してきた。 

 一方、次世代トラックには、ハイブリッドトラック及びＣＮＧトラック以外にも、

電気、燃料電池、ＦＴＤ4 5 6、ＤＭＥ 、ＬＮＧ 、水素等を用いたトラック等様々な

次世代トラックが検討されており、普及が期待されている。 

                        

 本研究会では、詳細な性能分析等を行っていないが、これらのトラックには、省

エネ・ＣＯ２性能、排出ガス性能、エネルギーセキュリティ、貨物自動車運送事業

者の経営安定化等の性能に優れている又は今後の技術開発により優位性が発揮さ

れることが期待されるものも多くあることから、関係者において引き続き技術開発

や導入促進に取り組むことが望まれる。 

 また、ユーザーが用途に応じて次世代トラックを選択できるよう、次世代トラッ

クがそれぞれ優位性を発揮できる部分を明確にするために、実走行燃費等のデータ

を収集することが課題と言える。 

 メタノール自動車については、メーカーは、安全面で課題がある等の理由からメ

タノール自動車の開発を止めており、今後普及の見込みはないと言える。 

 また、本研究会において、次世代トラックとの比較の対象としたディーゼルトラ

ックについては、最近の技術開発等により環境性能等が相当程度高まっているとと

もに、市場が拡大しつつある開発途上国における需要も今後さらに高まることが期

待されること、ハイブリッドトラックのベース技術として用いられているディーゼ

ルエンジンの性能向上がハイブリッドトラックの性能向上に必須であることから、

ディーゼルトラックについても更なる技術開発が期待される。特に、ディーゼルト

ラックの中でも、特に環境性能に優れた自動車、例えば、平成２１年自動車排出ガ

ス規制適合車かつ平成２７年度燃費基準達成車については、国においても引き続き

導入促進のための支援策を講じていくことが必要である。 

 なお、今回主に検討を進めてきたハイブリッドトラックについては、一部のメー

カーより、これまでに比べて燃費が大幅に改善されたハイブリッドトラックの商品

化がアナウンスされていることや、大型ハイブリッドトラックが商品化されていな

いことに鑑みると、未だ発展途上の技術であり、改善の余地は大きいものと考えら

れることから、さらなる技術革新が期待されるところである。また、ＣＮＧトラッ

クについても、エンジンのさらなる高効率化を望む声が聞かれる等、改善の余地が

残されているものと考えられる。さらに、現行のＣＮＧトラックは、ガソリン車と

 
4 天然ガス、バイオマス、石炭等、多様な原料から合成することが可能で、性状は軽油に近く、か

つ、軽油よりも燃焼時の排出ガス性能に優れている（粒子状物質等の排出が少ない）、着火性が良

い等の特性を持つ液体燃料 
5 ジメチルエーテル 
6 液化天然ガス 
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同じオットーサイクルのエンジンであり、ハイブリッド化等の実現やＤＤＦ技術の

開発が進めば、一層の省エネ・ＣＯ２性能の向上が期待されるところであり、さら

なる技術発展の余地が大きい技術であると考えられる。 

 今後の国による支援についても、これらの可能性を適切に踏まえつつ検討される

べきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


